
H17 年 国 調 H12 年 国 調

64,008 人 59,577 人

決 算 額 構 成 比 経 常 － 財 構 成 比 決 算 額 構 成 比 経 常 － 財 経常収支比率
9,666,500 48.6 8,938,942 75.3 5,147,919 26.2 4,637,289 37.2
204,486 1.0 204,486 1.7 (3,743,226) (19.0) (3,332,811) (26.8)
66,991 0.3 66,991 0.6 3,127,615 15.9 1,194,274 9.6
50,899 0.3 50,899 0.4 2,495,735 12.7 2,452,320 19.7
37,110 0.2 37,110 0.3 (2,495,093) (12.7) (2,451,678) (19.7)

567,102 2.9 567,102 4.8 (642) (0.0) (642) (0.0)
25,240 0.1 25,240 0.2

－ － － －
144,313 0.7 144,313 1.2 2,483,400 12.6 1,794,444 14.4
54,284 0.3 54,284 0.5 235,423 1.2 229,152 1.8

1,829,003 9.2 1,624,938 13.7 670,969 3.4 466,832 3.7
(1,624,938) (8.2) (1,624,938) (13.7) 384,738 2.0 － －
(204,065) (1.0) － － 2,470 0.0 274 0.0 起債制限比率

13,221 0.1 13,221 0.1 1,931,698 9.8 1,106,251 8.9 （３年平均）
462,970 2.3 － － － － － －
396,787 2.0 117,538 1.0 3,203,530 16.3 － －
120,810 0.6 － － (48,202) (0.2) － －

2,262,941 11.4 － － 3,200,172 16.3 － －
15,791 0.1 15,791 0.1 補助 (1,433,396) (7.3) － － 実質公債費比率

986,871 5.0 － － 単独 (1,735,226) (8.8) － － （３年平均）
45,486 0.2 9,096 0.1 府営事業負担金 (31,550) (0.2) － －

157,742 0.8 － － 3,358 0.0 － －
583,539 2.9 － － － － － －
335,716 1.7 － －
172,895 0.9 3,484 0.0

1,684,100 8.5 － －
－ － － －

(577,900) (2.9) － －

11,873,435

(12,451,335)

9号

決 算 額 構 成 比 対前年度比率 区 分 構 成 比 対前年度比率 8号
個 人 3,804,703 39.4 19.2 議 会 費 1.0 3.1 7号
法 人 767,706 7.9 7.0 総 務 費 11.2 4.2

4,007,608 41.5 4.9 民 生 費 28.6 6.4 人 円
69,940 0.7 7.6 衛 生 費 7.7 △10.1 487 328,608

288,907 3.0 2.0 労 働 費 0.1 △17.1
78 0.0 225.0 農 水 費 2.0 1.4
－ － － 商 工 費 0.5 3.5
－ － － 土 木 費 18.4 0.0
－ － － 消 防 費 5.4 △2.7
－ － － 教 育 費 12.4 7.6

727,558 7.5 4.3 災 害 復 旧 費 0.0 皆増
－ － － 公 債 費 12.7 △3.3 区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

(727,558) (7.5) (4.3) 諸 支 出 金 － － 756 6,911 20,153
－ － － 前年度繰上充用金 － － 2.7 24.8 72.4

802 7,975 18,460

2.9 29.3 67.8

注）構成比については、端数処理を行っていない為１００％にならない場合があります。

（財政調整基金）

98.5 13.0 92.4

98.8 17.4 94.8

12 年
国 調

合 計 535 326,938 合 計合 計 19,683,497 100.0 1.7合 計 9,666,500 100.0 10.2

固 定 資 産 税

入湯税 2,495,735
都市計画税 －

82,410 円

1,062,994
教育公務員 48 310,000 現年 滞納 計

被保険者
一人あたり費用

(59) (321,237) 市 税 徴 収 率
被保険者
一人あたり調定額

一般職員 固定資産税 1.4 ％

一世帯あたり
保険税調定額

(102) (321,873) 都市計画税 0.28 ％

軽自動車税 1,518,592
固定資産税 5,631,155

市民税
206,120

区 分 職 員 数
2,206,371

均等割

441,274 千円
2,100,000 円
492,000 円 加入世帯数

（年平均）
9,544 世帯

14.7 ％
一 人 あ た り
給 与 月 額

3,000 円
収支額

均
等
割

3,600,000 円 普通会計から
の繰入額

法人税割

95.4
所得割 6.0 ％

地方債
債務負担行為額 523,661

諸収入

使用料
前年度繰上充用金

普通建設事業費

⑩＝⑥＋⑦－⑧＋⑨

国庫支出金
国有提供施設等交付金 内

訳

実質単年度収支
府支出金

⑨

10.8
(12.0)

繰上償還金

交通安全特別交付金 積立金 ⑦繰出金

手数料 (うち人件費)
積立金取崩し額⑧

分担金及び負担金

(0.796)
物件費 実質収支
維持補修費 ⑤＝③－④

0.8

指 数 等
区 分 区 分

小 計 10,771,269 54.7 8,283,883 66.5
財政力指数 0.825

歳 入 歳 出 （ 性 質 別 ）
区 分 区 分

H17年国調人口集中地区人口 人 口 密 度 類 似 団 体 の 類 型

23,379 世帯 47,316 人 1,491 人 Ⅱ－１
団体名 京田辺市 人口

H20.3.31住基世帯数

（単位：千円・人・％）
普 通 会 計 等 財 政 状 況 調 （ 平 成 １ ９ 年 度 ）

8.0

6,594 千円

被保険者数
（年平均）

17,776 人

153,492 円

443,265 円

産 業 構 造 （ 人 ・ ％ ）

公債費比率 15.1

98.2 10.7 90.0
17 年
国 調事業所税 －

内

訳

目的税
法定外普通税

区 分
ガス税

2,433,216
3,358

臨時職員 － － 市 民 税

電気税 3,620,580
特別土地保有税

(うち消防職）

91,577
(うち技能労務職)

たばこ消費税 20,482
鉱産税 393,317

市 税

区 分

100.0 11,880,83619,884,797 100.0 100.0 合 計
合計

( )は減収債・臨財債を含む額

うち減収補てん債特例分

うち臨時財政対策債

適 用 税 率 の 状 況 国 保 会 計 の 状 況

市

民

税

個
人

目 的 別 歳 出

19,683,497

職 員 給 等 の 状 況 法

人

決 算 額

地方債現在高 21,764,896
繰入金 失業対策事業費
繰越金

将来負担比率 －
寄附金
財産収入

積立金現在高 6,460,485
災害復旧事業費

(8.6)

－

実質赤字比率 －

連結実質赤字比率

310,000

△290,521

投資的経費

△73,731
積立金

単年度収支 ⑥＝

本年度⑤－前年度⑤

（財政調整基金）
87,957

5,253

特 別

地方交付税

投資・出資・貸付金

補助費等
内
訳

普 通

地方特例交付金
99,416 実質収支比率

特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金

（３年平均）
ゴルフ場利用税交付金

101,884
翌年度へ繰越す
べき財源 ④

標準財政規模 11,733,270
地方消費税交付金
株式等譲渡所得割交付金

201,300
一時借入金利子

歳入歳出差引額
③＝①－②

元利償還金内
訳

基準財政収入額 7,726,433
配当割交付金 公債費
利子割交付金 扶助費

19,683,497
歳出総額
②

基準財政需要額 9,367,391
地方譲与税
地方税 人件費

19,884,797
歳入総額
①(うち職員給)

面 積H20.3.31住基人口

決 算 額

42.94K㎡61,402 人


